様式第１号（第７条関係）

事　業　計　画　書

	申請企業名及び代表者名
	

	事業の名称

（IT化の内容）
	（事業の名称がない場合は、事業内容がわかる記載をお願いします。）



	事業の実施期間
	（着手）　　　　　年　　月　　日～（完了）　　　　年　　月　　日

	ITコーディネータ又は情報処理技術者の氏名
	（ITコーディネータの資格証の写し又は情報処理技術者試験の合格証の写しを添付してください。）

 eq \o\ac(○,印)

	ITコーディネータ又は情報処理技術者の現地確認日、場所
	確認日時　　　　月　　日

場所　

	ITコーディネータ又は情報処理技術者のIT化についての意見
	

	補助対象事業の経費合計－①
	（税抜額で記載すること。）

円
	補助金申請額

（1 の1/2以内、

上限100万円）
	（税抜額で記載すること。）

円

	事業の内容
	①事業の背景

（御社の事業概要〈会社概要パンフの添付でも可〉、業界動向など）
②自社の現状と課題（IT化の背景（動機））

（御社の業務内容及び課題など、全体像が把握できるような図の添付が望ましい。）


	事業の内容
	③IT利活用の目的とその内容

（どのような形でITの利活用を行うのか、本事業申請前→本事業採択後の変化がわかるような構成図の添付が望ましい。）


	事業の効果
	（本事業の御社内への展開計画や、労働生産性の向上等の期待される効果など、定量的な目標数値と併せて記載してください。）

労働生産性向上の見込み

項目

前年の事業年度末
（現状）（A）

翌年の事業年度末
（見込）（B）

①営業利益（千円）

②人件費（千円）

③減価償却費（千円）

④合計（千円）（①+②+③）

⑤労働者数（人）
又は労働者数×一人当たり年間就業時間（時間）
⑥労働生産性（千円）
（④/⑤）

⑦伸び率の見込み（％）
（（⑥B-⑥A）/⑥A）×100

（記入要領）

１　人件費は、従業員の退職金を除くこと。

２　労働者数とは、常態として働く人数であり、正規社員の他、パートタイム労働者やアルバイト等会社に雇用される全ての従業員を含むこと。

３　労働生産性は、小数点以下四捨五入とすること。

４　伸び率の見込みは、小数点以下第２位を切り捨てることとし、３％以上であること。
本事業のまとめ

現状の課題

課題解決策

現数値

目標値

（事業終了1年後）




備考　この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用することができる。
